
令和６年能登半島地震に関する農林水産省における取組状況

①農林漁業者・関係団体等への周知活動

【発行部数計 約122万部】

・石川県の支援策の公表後、2/19から、国（農林水産省）と県の合同チーム

でそれぞれの市町村や農業現場の末端までの周知活動を展開。

・漁業についても、石川県と連携し、2/19から、石川県漁協各支所ごとの説明会

の開催を予定。

・県段階のＪＡ連合会、奥能登地域の現場の各ＪＡや石川県漁協に相談窓口を設置し、

個別相談を受けつつ、農林漁業者の事業申請手続きを国の職員が伴走支援。

また、能登北部の市町の事業申請手続きの支援も実施。

②支援策の円滑な申請のための伴走支援

逆引き式の支援策説明資料（1/25公表）

【1/31～2/2 ： 参加者 計440名】

③被災した農地、用排水施設等の復旧のための人的・技術的支援

・発災直後から、国の職員（MAFF -

SAT）が、県とも連携しながら、

ため池、集落排水施設等の点検・

調査を実施。【ため池 約2,000箇所】

・今後も、 MAFF - SATの市町村担当

チームが個別に巡回する形で、農地、

用排水施設等の復旧に向けた制度・

手続きの説明や査定作業を支援。

・机上査定件数の拡大による災害査定

効率化、査定前着工制度の活用促進。

①逆引き式の支援策説明資料による周知

②生産現場での周知活動の実施

・石川県、富山県、新潟県等における説明会の開催。

・ＪＡ単位や地域の生産組合長会議等での説明。

③政府広報等を活用した周知

１．これまでの支援パッケージの周知活動

④支援策の事業の申請受付の開始

北國新聞ほか地元紙に大臣メッセージ・支援パッケージ概要を掲載（2/5～）

支援パッケージ説明会

MAFF -SATによる災害応急対策の支援

［ため池における排水ポンプの設置］

２．今後の取組について

・北陸地方の地元紙（北國新聞ほか７紙）への掲載。

・農業用機械、ハウス、施設、漁場の復旧のための支援措置の申請受付等を開始。

【1/29～】

［石川県・富山県（1/31）、新潟県・福井県（２/２）］

（１）直轄調査
・地盤隆起等を考慮した復旧・復興対策の立案のベースとなる、漁港等被害実態調査に

ついて、２月９日の能登町を皮切りに５市町で開始。

（２）直轄代⾏⼯事（漁港海岸・漁港）
・大規模災害復興法に基づき、漁港海岸及び漁港について、直轄代行工事を実施。

○鵜飼（うかい）漁港海岸（珠洲市管理）
被災した宝立正院（ほうりゅうしょういん）海岸付近の一連の海岸のうち、鵜飼漁港

海岸において水産庁による直轄代行工事の実施を２月１日に決定。工事の着工に向けた
調査や管理者との調整を開始。

○狼煙（のろし）漁港（県管理、第４種漁港）
県内外の漁船が避難港としても利用し、地盤隆起の被害があることから、水産庁によ

る直轄代行工事の実施を２月８日に決定。工事の着工に向けた調査や管理者との調整を
開始。

④漁港等の直轄調査・直轄代行工事の方針

⑤七尾湾沿いの農地海岸の直轄代行

・七尾湾沿いの６海岸（延長約９０km）において、石川県と調整の上、今後、直轄代行に
よる災害復旧工事を実施予定。




